
別紙様式６
整理番号 ２

完 了 後 の 評 価 個 表

事業名 国有林直轄治山事業 事業実施期間 昭和52年度～平成22年度(34年間)

事業実施地区名 南大山(みなみだいせん) 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (鳥取県） 鳥取森林管理署

完了後経過年数 ５年間 管 理 主 体 近畿中国森林管理局
鳥取森林管理署

事業の概要・目的 本地区は鳥取県西部の大山町に位置し、大山の土砂発生源の一つである大山
南壁といわれる大規模崩壊地である。大山が解体期の山であること、冬の季節
風にさらされる独立峰であることと相まって、生産される土量は膨大な量であ
る。
また、豪雨の度に本地区直下の県道に土砂が流出し、通行止め等を余儀なく

されており、地元自治体等から事業の実施を強く求められていた。
このため、荒廃地の直接的な復旧とともに、渓間工により不安定土砂の移動

を抑止し渓床を安定させ、下流域の保全、保安林機能の増進を図ることを目的
に事業を実施した。

・主な事業内容：渓間工 52基 山腹工 3.52ha
・総 事 業 費 ：2,492,373千円
（平成20年度の評価時点 2,555,502千円）

① 費用対効果分析 平成19年度に荒廃地の状況を考慮し、渓間工の数量を見直す計画変更を行い
の算定基礎となっ 平成20年度に期中評価を実施した。
た要因の変化 なお、平成28年度における費用対効果分析の結果は以下のとおりである。

総便益（Ｂ） 14,772,438千円
（平成20年度の評価時点 7,757,865千円）

総費用（Ｃ） 5,979,692千円
（平成20年度の評価時点 4,299,016千円）

分析結果（Ｂ/Ｃ） 2.47
（平成20年度の評価時点 1.80 ）

② 事業効果の発現 本事業の実施を通じ、本地区の特殊荒廃地斜面からの崩壊土砂の移動抑止と
状況 山脚の固定などにより下流の県道の保全等、一定の効果が発揮されてきてい

る。

③ 事業により整備 本事業により整備した治山施設については、鳥取森林管理署において適切に
された施設の管理 管理されている。
状況

④ 事業実施による 治山事業の実施により、崩壊土砂の移動抑止を計画的に進めてきたことによ
環境の変化 り、土砂の移動抑止が図られ、保全対象である大山隠岐国立公園の大山への行

楽客が多く利用している県道への土砂流出被害の軽減など、一定の効果が発揮
されてきているところ。

⑤ 社会経済情勢の 今年大山隠岐国立公園設置80周年、来年度から大山寺開山1300年記念行事が
変化 始まるなど、登山・観光目的の行楽客の入込者が増加すると予想され、引き続

き、土砂災害に対する安全性の確保が必要である。
主な保全対象 県道400ｍ

⑥ 今後の課題等 本地区の特殊荒廃地斜面からの崩壊土砂の供給が未だに続いている状況にあ
り、地元大山町からも事業の要望があり、継続的に治山事業を実施する必要が
ある。

森林管理局事業評価 事業の効果が発揮されていると認められる。
技術検討会の意見

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置す
れば荒廃の拡大が懸念されており、事業の必要性が認められた。

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地に応じた最も効果的かつ効率
的な工種・工法で検討しており、事業実施にあたってもコスト縮
減に努めていることから、事業の効率性が認められた。

・有効性： 本事業の効果として、山腹工によって崩壊地が復旧し渓間工に
よって渓床勾配が緩和され渓床に堆積している土砂が安定化する
等下流域の保全が図られてきており、事業の有効性がみとめられ
た。



様式１

事 業 名　： 都道府県名： 鳥取
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

洪水防止便益 1,050,674

流域貯水便益 182,581

水質浄化便益 389,949

土砂流出防止便益 13,147,635

土砂崩壊防止便益 1,599

総　便　益    （Ｂ） 14,772,438

5,979,692 千円

14,772,438

5,979,692

便　益　集　計　表
（治山事業）

復旧治山
南大山

大　区　分 備　　　　考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.47
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